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第１編  総  論 
 

第１章 市の責務、計画の位置づけ、構成等 

市は、住民の生命、身体及び財産を保護する責務に鑑み、国民の保護のための措
置を的確かつ迅速に実施するため、以下のとおり、市の責務を明らかにするととも
に、市の国民の保護に関する計画の趣旨、構成等について定める。 

 

１ 市の責務及び市国民保護計画の位置づけ  
 

(1) 市の責務 
市は、武力攻撃事態等において、国民保護法その他の法令、基本指針及び県の国

民の保護に関する計画（以下「県国民保護計画」という。）を踏まえ、市の国民の
保護に関する計画（以下「市国民保護計画」という。）に基づき、国民の協力を得
つつ、他の機関と連携協力し、自ら国民保護措置を的確かつ迅速に実施し、その区
域において関係機関が実施する国民保護措置を総合的に推進する。 

 
(2) 市国民保護計画の位置づけ 

市は、その責務に鑑み、国民保護法第３５条の規定に基づき、市国民保護計画を
作成する。 

 
(3) 市国民保護計画に定める事項 

市国民保護計画においては、その区域に係る国民保護措置の総合的な推進に関す
る事項、市が実施する国民保護措置に関する事項等国民保護法第３５条第２項各号
に掲げる事項について定める。 

 
  【国民保護法第３５条第２項各号】 

一 当該市町村の区域に係る国民保護措置の総合的な推進に関する事項 
二 市町村が実施する第十六条第一項及び第二項に規定する国民の保護の

ための措置に関する事項 
三 国民の保護のための措置を実施するための訓練並びに物資及び資材の

備蓄に関する事項 
四 国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項 
五 国民の保護のための措置の実施に関する他の地方公共団体その他の関

係機関との連携に関する事項 
六 前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る国民の保護のた

めの措置に関し市町村⾧が必要と認める事項 
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２ 市国民保護計画の構成  
 
市国民保護計画は、以下の各編により構成する。 

第１編 総論 
第２編 平素からの備えや予防 
第３編 武力攻撃事態等への対処 
第４編 復旧等 
第５編 緊急対処事態への対処 
資料編 

 
３ 市国民保護計画の見直し、変更手続  
 

(1) 市国民保護計画の見直し 
市国民保護計画については、今後、国における国民保護措置に係る研究成果や新

たなシステムの構築、県国民保護計画の見直し、国民保護措置についての訓練の検
証結果等を踏まえ、不断の見直しを行う。 

市国民保護計画の見直しに当たっては、市国民保護協議会の意見を尊重するとと
もに、広く関係者の意見を求めるものとする。 

 
(2) 市国民保護計画の変更手続 

市国民保護計画の変更に当たっては、計画作成時と同様、国民保護法第３９条第
３項の規定に基づき、市国民保護協議会に諮問の上、知事に協議し、市議会に報告
し、公表するものとする。ただし、国民保護法施行令で定める軽微な変更について
は、市国民保護協議会への諮問及び知事への協議は要しない。 
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第２章 国民保護措置に関する基本方針 

市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するに当たり、特に留意すべき事項に
ついて、以下のとおり、国民保護措置に関する基本方針として定める。 

 

(1) 基本的人権の尊重 
市は、国民保護措置の実施に当たって、日本国憲法の保障する国民の自由と権利

を尊重することとし、国民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、その
制限は必要最小限のものに限り、公正かつ適正な手続の下に行う｡ 

 
(2) 国民の権利利益の迅速な救済 

市は、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に係る不服申立て又は
訴訟その他の国民の権利利益の救済に係る手続を､できる限り迅速に処理するよう
努める｡ 

 
(3) 国民に対する情報提供 

市は、武力攻撃事態等においては､国民に対し、国民保護措置に関する正確な情
報を､適時に､かつ､適切な方法で提供する｡ 

 
(4) 関係機関相互の連携協力の確保 

市は、国、県、近隣市町村並びに関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関と
平素から相互の連携体制の整備に努める｡ 

 
(5) 国民の協力 

市は、国民保護法の規定により国民保護措置の実施のため必要があると認めると
きは、国民に対し、必要な援助について協力を要請する。この場合において、国民
は、その自発的な意思により、必要な協力をするよう努めるものとする。 

また、市は、消防団及び自主防災組織の充実・活性化、ボランティアへの支援に
努める。 

 
(6) 指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重その他特別な配慮 

市は、日本赤十字社が実施する国民保護措置については、その特性に鑑み、その
自主性を尊重するとともに、放送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関
が実施する国民保護措置については、放送の自律を保障することにより、その言論
その他表現の自由に特に配慮する。 

また、市は、指定公共機関及び指定地方公共機関の国民保護措置の実施方法につ
いては、指定公共機関及び指定地方公共機関が武力攻撃事態等の状況に即して自主
的に判断するものであることに留意する。 
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(7) 高齢者、障がい者、外国人等への配慮及び国際人道法の的確な実施 
市は、国民保護措置の実施に当たっては、高齢者、障がい者、外国人その他特に

配慮を要する者の保護について留意する。 
また、市は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争において

適用される国際人道法の的確な実施を確保する。 
 

(8) 国民保護措置に従事する者等の安全の確保 
市は、国民保護措置に従事する者の安全の確保に十分に配慮するものとする。 
また、要請に応じて国民保護措置に協力する者に対しては、その内容に応じて安

全の確保に十分に配慮する。 
 
(9) 地域特性への配慮 

市は、島嶼県内にあり、国民保護措置の実施に当たっては、米軍施設、自衛隊施
設、石油コンビナート施設等を有する現状に留意し、必要な措置を講ずる。 
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第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 

市は、国民保護措置の実施に当たり関係機関との円滑な連携を確保できるよう、
国民保護法における市の役割を確認するとともに、関係機関の連絡窓口をあらかじ
め把握しておく。 

 
※【国民保護措置の全体の仕組み】 

国民の保護に関する措置の仕組み 
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【市及び県】 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

うるま市 

１ 市国民保護計画の作成 
２ 市国民保護協議会の設置、運営 
３ 市国民保護対策本部及び市緊急対処事態対策本部の設置、運営 
４ 組織の整備、訓練 
５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、避難住民の誘導、関係機関の調

整その他の住民の避難に関する措置の実施 
６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に

関する措置の実施 
７ 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収

集その他の武力攻撃災害への対処に関する措置の実施 
８ 水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置の実施 
９ 特殊標章等の交付等に関すること。 
10 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

沖縄県 

１ 県国民保護計画の作成 
２ 県国民保護協議会の設置、運営 
３ 県国民保護対策本部及び県緊急対処事態対策本部の設置、運営 
４ 組織の整備、訓練 
５ 警報の通知 
６ 住民に対する避難の指示、避難住民の誘導に関する措置、都道府県

の区域を越える住民の避難に関する措置その他の住民の避難に関す
る措置の実施 

７ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に
関する措置の実施 

８ 武力攻撃災害の防除及び軽減、緊急通報の発令、退避の指示、警戒
区域の設定、保健衛生の確保、被災情報の収集その他の武力攻撃災害
への対処に関する措置の実施 

９ 生活関連物資等の価格の安定等のための措置その他の国民生活の
安定に関する措置の実施 

10 交通規制の実施 
11 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

 
 



- 7 - 

【指定地方行政機関】（※県国民保護計画に記述されている内容を記載） 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

九州管区警察局 

１ 九州管区内各県警察の国民保護措置及び相互援助の指導・調整 
２ 他管区警察局との連携 
３ 九州管区内各県警察及び関係機関等からの情報収集並びに報告連絡 
４ 警察通信の確保及び統制 

沖縄防衛局 
１ 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整 
２ 米軍施設内通行等に関する連絡調整 

総務省 

沖縄総合通信事務所 

１ 電気通信事業者・放送事業者への連絡調整 
２ 電波の監督管理、監視並びに無線施設の設置及び使用の規律に関 

すること 
３ 非常事態における重要通信の確保 
４ 沖縄地方非常通信協議会の円滑な運営 

内閣府 

沖縄総合事務局 

１ 地方公共団体に対する災害融資 
２ 金融機関に対する緊急措置の指示 
３ 普通財産の無償貸付 
４ 被災施設の復旧事業費の査定の立会 
５ 武力攻撃災害対策用食料及び備蓄物資の確保 
６ 農業関連施設の応急復旧 
７ 救援物資の円滑な供給の確保 
８ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保 
９ 被災中小企業の振興 
10 被災時における直轄河川、国道等の公共土木施設の応急復旧 
11 港湾施設の使用に関する連絡調整 
12 港湾施設の応急復旧 
13 運送事業者への連絡調整 
14 運送施設及び車両の安全保安 

沖縄地区税関 １ 輸入貨物の通関手続 

九州厚生局沖縄分室 １ 救援等に係る情報の収集及び提供 

沖縄労働局 １ 被災者の雇用対策 

九州森林管理局 

（沖縄森林管理署） 

１ 武力攻撃災害対策復旧用資材の調達・供給 

那覇産業保安監督 
事務所 

１ 鉱山における武力攻撃災害時の応急対応 
２ 発電所、ガス工作物等の施設及び火薬類、高圧ガス等の危険物質等

の保安確保 
 大阪航空局 

（那覇空港事務所） 

１ 飛行場使用に関する連絡調整 
２ 航空機の航行の安全確保 
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那覇航空交通管制部 １ 航空機の安全確保に係る管制上の措置 

沖縄気象台 １ 気象状況の把握及び情報の提供 

第十一管区 
海上保安本部 

１ 船舶内に在る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 
２ 海上における避難住民の誘導・運送、秩序の維持及び安全の確保 
３ 生活関連等施設の安全確保に係る立ち入り制限区域の指定等 
４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示 
５ 海上における消火活動及び被災者の救助・救急活動、その他の武力 

攻撃災害への対処に関する措置 

九州地方環境事務所 
１ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び提供 
２ 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発生量の情報収集

 

【指定公共機関及び指定地方公共機関】（※県国民保護計画に記述されている内容を記載） 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

放送事業者 
１ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除を含む。）

の内容並びに緊急通報の内容の放送 

運送事業者 
１ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 
２ 旅客及び貨物の運送の確保 

電気通信事業者 
１ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置における協力 
２ 通信の確保及び国民保護措置の実施に必要な通信の優先的取扱い 

電気事業者 １ 電気の安定的な供給 

ガス事業者 １ ガスの安定的な供給 

郵便事業を営む者 １ 郵便の確保 

病院 
その他の医療機関 

１ 医療の確保 

道路の管理者 １ 道路の管理 
 

日本赤十字社 
１ 救援への協力 
２ 外国人の安否情報の収集、整理及び回答 

日本銀行 

１ 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節 
２ 銀行その他の金融機関の間で行われる資金決済の円滑の確保を通じ

た信用秩序の維持 
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第４章 市の地理的、社会的特徴 

国民保護措置を適切に実施するため、考慮しておくべき市の地理的、社会的特
徴は以下のとおりである。 

(1) 地形 
市は、県都那覇市から約２５ｋｍ、沖縄本島中部東海岸に位置しており、西に沖縄

市、北に金武町、恩納村と接しており、東・南に金武湾・中城湾と面している。 
さらに、東南部に伸びる半島部の北方海上、東方海上には、有人・無人を含め藪地

島、平安座島、宮城島、伊計島、浜比嘉島、南浮原島、浮原島、津堅島、アフ岩、ア
ザナミ島の１０の島々があり、沖縄本島中部地区で唯一離島を抱えている。このうち
藪地島、平安座島、宮城島、伊計島、浜比嘉島は半島部と海中道路（県道伊計～平良
川線）等によって結ばれている。 

また、市の面積は、８７．０２ｋ㎡で沖縄県全体の約３．８％を占めている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 気候 

市の気候区分は、亜熱帯海洋性気候である。市の気候の参考として、那覇（沖縄気
象台）における１９９１年～２０２０年までの３０年間の観測値を平均した値をみる
と、年降水量は約２０００ｍｍ、年平均気温は２３℃前後で、１年を通じて温暖で雨
量が多い。 

  

【沖縄県の地形】 
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(3) 人口分布 
市の人口は、２０２０（令和２）年の国勢調査時点で、１２５，３０３人となって

いる。年少人口（１５歳未満の人口）は減少傾向にあるが、老年人口（６５歳以上の
人口）は全国的な傾向と同様に増加傾向にあり、少子高齢化が顕著となっている。 

また、人口が増加傾向にある一方、一世帯当たりの人員は、逆に減少傾向にあり、
核家族化の進行が見られる。 

  

出典：うるま市総合計画 
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(4) 道路の位置等 
市の陸上交通は、道路に依存していることから、避難の手段として自家用車を使用

した場合、大渋滞を引き起こし、避難、救援などに重大な影響を及ぼすことが想定さ
れる。 

市の主要道路として、那覇と北部を結ぶ国道３２９号、うるま市街地を中心とする
地域を循環する県道２２４号線、沖縄市から具志川地域を経由し石川地域を結ぶ県道
７５号線、与勝半島と平安座島以北を結ぶ県道１０号線、沖縄北インターチェンジと
中城湾港新港地区を結ぶ県道３６号線、国道３２９号と中城湾港新港地区を結ぶ県道
８５号線、さらに、石川地域には石川インターチェンジがある。 

県道１０号線は、一部区間が与勝半島と平安座島以北を連絡する重要な道路となっ
ており、道路の破壊等、武力攻撃災害の状況によっては、孤立する地区が生じるおそ
れがある。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 地理院タイルに道路名称を追記して掲載 
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また、県道７５号線の一部では、陸軍貯油施設等が存在し、武力攻撃災害の状況で
は通行が制限されるおそれがある。 

  
(5) 港湾の位置等 

市は、金武湾、中城湾に接しており、港湾及び漁港が下記の図とおり位置している。 
飛行場のない島における島外への避難方法は船舶しかないことから、避難に際して

は、多くの船舶を用意する必要があるが、接岸できる船舶の大きさが、港湾の規模に
よって制限されるという課題がある。 

  

地理院タイルに港湾及び漁港名称を追記して掲載 
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(6) 米軍、自衛隊施設等 

① 米軍施設 
市には、原子力艦が寄港するホワイト・ビーチをはじめ、天願桟橋、陸軍貯油施

設、キャンプ・コートニー（在沖海兵隊司令部）、嘉手納弾薬庫地区などの米軍基
地が点在し、市面積の７．７％を占めている。 

 
② 自衛隊施設 

市には、陸上自衛隊勝連分屯地が勝連地区（平安名・内間）に駐屯している。 
また、同地区（平敷屋）には、海上自衛隊沖縄基地隊、具志川地区（天願・昆布）

には、第５航空群具志川送信所がある。 
 

 地理院タイルに米軍、自衛隊施設等名称を追記して掲載 
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(7) その他 

① 石油コンビナート 
市には、石油コンビナート等特別防災区域（昭和５１年７月９日政令第１９２号

及び昭和５１年７月１４日通商産業省、自治省告示第１号で指定）が与那城平安座
（南西部の集落を除く）及び平安座島と宮城島との間を埋立てて出来た与那城平宮
にある。 

指定区域の面積は、４，１９０，２７７㎡でその状況は次のとおりである。 

平成２９年１０月１日現在 
区 称 

 
平安座地区石油コンビナート等特別防災区域 
 所在地 

 
与那城平安座及び平宮 
 態 様 

 
石油貯蔵、石油燃料供給 
 

地 区 面積（㎡） 種 別 及 び 事 業 所 名 
第一種事業所 

平安座 
 

８９３，２００ 
 

沖縄出光株式会社 沖縄油槽所 
 平安座 

 
１，２１９，３３２ 

 
沖縄ターミナル株式会社 

 平 宮 
 

２，０７７，７４５ 沖縄石油基地株式会社 沖縄事業所 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：沖縄県石油コンビナート等防災計画 
令和３年石油コンビナート等防災体制の現況 

地理院タイルに石油コンビナート等名称を追記して掲載 
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② 発電施設 
市には、具志川字宇堅及び石川赤崎に火力発電所がある。また、勝連南風原にバ

イオマス発電所、与那城平宮に太陽光発電所がある。 
 

③ ダム 
市には、山城ダム、石川ダム、倉敷ダム及び与勝地下ダムがある。山城ダムは天

願川、石川ダムは石川川、倉敷ダムは比謝川の上流にあり、与勝地下ダムは、ほぼ
県道８号線に沿った大規模な地下の川の構造を生かしたダムとなっている。 
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第５章 市国民保護計画が対象とする事態 

市国民保護計画においては、以下のとおり県国民保護計画において想定されてい
る武力攻撃事態及び緊急対処事態を対象とする。 

 

１ 武力攻撃事態  
 

市国民保護計画においては、武力攻撃事態として、以下に掲げる４類型が対象とし
て想定されている。 

 
類 型 

 
主 な 特 徴 

 

着上陸侵攻 

・一般的に国民保護措置を実施すべき地域が広範囲になり、その
期間も比較的⾧期に及ぶことが予想される。 

・状況によっては、武力攻撃予測事態における住民避難も想定さ
れる。 

・着上陸侵攻に先立ち、航空機や弾道ミサイルによる攻撃が実施
される可能性が高いと考えられる。 

ゲリラや特殊部隊 

による攻撃 

・突発的に被害が生ずることも考えられるため、都市部の政治経
済の中枢、橋りょう、ダムなどに対する注意が必要である。 

・少人数のグループにより行われるため、使用可能な武器も限定
されることから、主な被害は施設の破壊等が考えられる。 

弾道ミサイル攻撃 

・発射された段階で攻撃目標を特定することは極めて困難であ
る。 

・極めて短時間に着弾することが予想され、弾頭の種類（通常弾
頭又はＮＢＣ弾頭）を着弾前に特定することは困難であるとと
もに、弾頭の種類に応じて被害の様相及び対応が大きく異な
る。 

航空攻撃 

・弾道ミサイル攻撃の場合に比べてその兆候を察知することは
比較的容易であるが、対応の時間が少なく、また、攻撃目標を
特定することが困難である。 

・航空攻撃を行う側の意図及び弾薬の種類等により異なるが、都
市部や重要施設等が主要な目標となることも想定される。 

※ 武力攻撃事態の想定は、武力攻撃の手段、その規模の大小、攻撃パターン等に
より異なり、上記の４類型についても、複合して起こることが多いと考えられる。 
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２ 緊急対処事態  
 

市国民保護計画においては、緊急対処事態として、以下に掲げる事態例が対象とし
て想定されている。 

 
 

類 型 事 態 例 

危険性を内在する物質を
有する施設等に対する攻
撃が行われる事態 

・原子力事業所等の破壊 
・石油コンビナート、可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 
・危険物積載船への攻撃 
・ダムの破壊 

多数の人が集合する施
設、大量輸送機関等に対
する攻撃が行われる事態 

・大規模集客施設、バスターミナル等の爆破 
・バス等の爆破 

多数の人を殺傷する特性
を有する物質等による攻
撃が行われる事態 

・ダーティボム等の爆発による放射能の拡散 
・炭疽菌等生物剤の航空機等による大量散布 
・市街地等におけるサリン等化学剤の大量散布 
・水源地に対する毒物等の混入 

破壊の手段として交通機
関を用いた攻撃等が行わ
れる事態 

・航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ 
・弾道ミサイル等の飛来 


